
平成１２年３月期　    中間決算短信　　　　　　　　       　            平成１１年１１月２２日

上場会社名　 株 式 会 社  横 浜 銀 行　　　　　　　　　　 上場取引所（所属部）　東証市場第１部
コード番号　 ８３３２
本店所在地　 横浜市西区みなとみらい３丁目１番１号
問 合 せ 先　 責任者役職名　総合企画部主計室長
　　　　　　 氏　　　　名　大 蔵   純　　　　　　　　　　　　 ＴＥＬ　（０４５）２２５－１１１１（大代表）
中間決算取締役会開催日  平成１１年１１月２２日　　　　　　　　中間配当制度の有無　　　  　　有
  中間配当支払開始日      平成１１年１２月１０日　　　　　　　　特定取引勘定設置の有無　　　　有
  
  １．１１年９月中間期の業績（平成１１年４月１日～平成１１年９月３０日）
（１）経　営　成　績                                   （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　　　　
 

経常収益（対前年中間期増減
率）

経常利益（対前年中間期増減
率）

中間(当期)純利益(対前年中間期増減率)

１１年９月中間期
１０年９月中間期

               百万円　　   ％

１４７，７８１（△１５．０）
１７３，９６０（△３１．０）

 百万円　 　  ％

   １８，６６８（３０３．０）
      ４，６３１（  △０．７)

 百万円　 　  ％

          １０，４１５（１８２．１）
            ３，６９１（  △９．８）

１１年３月期 ３２９，８５０ △１８３，８３７       △１０７，７４６

１ 株 当 た り          
中間 (当期 )純利益          

潜在株式調整後１株当          
たり中間(当期)純利益          

会計処理基準

１１年９月中間期
１０年９月中間期

円　　 銭

８  ５５
３  ２４

円　　 銭

    ８  ５３ 中間財務諸表作成基準
中間財務諸表作成基準

１１年３月期           △９４  ６８

 （注）１．期中平均株式数       普通株式(額面)    第一回優先株式(無額面)   第二回優先株式(無額面)
           １１年９月中間期    1,137,997,568 株      140,000,000 株            60,000,000 株
　　　　　 １０年９月中間期    1,137,997,568 株  
           １１年３月期        1,137,997,568 株          383,561 株               164,383 株                        
２．会計処理の方法の変更     無
（２）配　当　状　況

１ 株 当 た り          
中 間 配 当 金          

１ 株 当 た り          
年 間 配 当 金          （注）１１年９月中間期配当金の内訳

１１年９月中間期

１０年９月中間期

円　　 銭

普  通  株  式  ２  ５０
第一回優先株式  ２  ８３
第二回優先株式  ４  ７３
普  通  株  式  ２  ５０

円  銭
記念配当              

特別配当

１１年３月期
円     銭

普  通  株  式  ５  ００
第一回優先株式  ０  ０２
第二回優先株式  ０  ０３

（３）財  政  状  態

総資産 株主資本 株主資本比率
1株当たり
株主資本

単体自己資本比率
（国内基準）

１１年９月中間期
１０年９月中間期

百万円

１０，６６８，１８７
１１，２０７，９８８

百万円

４１３，５２７
２７６，１７３

              ％

３．８
２．５

   円     銭

２７５  ５０
２４２  ６８

％
(速報値)１０．０１
     

１１年３月期 １１，１３０，５５８ ４０５，９６１ ３．６ ２６８　８５         １０．１０

 （注）   期末発行済株式数      普通株式(額面)   第一回優先株式(無額面)    第二回優先株式(無額面)
１１年９月中間期    1,137,997,568 株      140,000,000 株            60,000,000 株
１０年９月中間期    1,137,997,568 株
１１年３月期        1,137,997,568 株      140,000,000 株            60,000,000 株
（１単位の株式数  普通株式 1,000 株  優先株式 1,000 株）

２．１２年３月期の業績予想（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日）
1株当たり年間配当金　　　　　　　

経常収益 経常利益 当期純利益
期  末

１２年３月期
百万円

３１０，０００
百万円

４５，０００
百万円

２６，０００ 普通株式
第一回優先株式

第二回優先株式

円   銭

２  ５０
２  ８３
４  ７３

 円   銭

５  ００
５  ６６

９  ４６
（参考）１株当たり予想当期純利益         ２１円 ６５銭 



１．「１１年９月中間期の業績」指標算式

 ○ １株当たり中間（当期）純利益 ････

                        中間（当期）純利益 － 優先株式配当金総額
                     ――――――――――――――――――――――
                                   期中平均普通株式数

 ○ １株当たり株主資本 ････

                      期末株主資本－期末発行済優先株式数×発行価額
                    ――――――――――――――――――――――――
                                   期末発行済普通株式数

「２．１２年３月期の業績予想」指標算式

○ １株当たり予想当期純利益 ････
  
                         予想当期純利益 － 予想優先株式配当金総額
                      ―――――――――――――――――――――――
                               期末（当期末）発行済普通株式数



　　　　　　　　第139期中(平成11年9月30日現在)中間貸借対照表

株式会社 　横　浜　銀　行

　（単位：百万円）

科       　　 目 金    　　    額 科       　　 目 金    　　    額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

３１７,８０４ ８,４５８,４７１

１４,６５２ １１４,３９０

４,６９９ ３８５,４１１

４４,５７１ ９,９００

１,５２６ ２０,０００

１,４８９,７２５ ４,６０９

７,９１２,０２３ ３８９,６６９

８,５９７ １５７

１０２,５５８ ３,２７３

１５８,５８０ １９４,９１２

１７９,８０６ １６７,２００

４３３,６４０ １５,６６４

２９,７５７

２,７１９

８７

０

２４,７９２

４３３,６４０

１０,２５４,６５９

１８４,５４６

１７６,２８６

３４,２５１

１８,４４３

３,７４３

１４,７００

１０,４１５

４１３,５２７

１０,６６８,１８７ １０,６６８,１８７

現 金 預 け 金

コ ー ル ロ ー ン

買 入 金 銭 債 権

特 定 取 引 資 産

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

動 産 不 動 産

繰 延 税 金 資 産

資 産 の 部 合 計

預 金

譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

売 渡 手 形

コマーシャル・ペーパー

特 定 取 引 負 債

借 用 金

外 国 為 替

転 換 社 債

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

退 職 給 与 引 当 金

債 権 売 却 損 失 引 当 金

偶 発 損 失 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

特 別 法 上 の 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金

法 定 準 備 金

再 評 価 差 額 金

剰 余 金

任 意 積 立 金

中 間 利 益

中 間 未 処 分 利 益

資 本 の 部 合 計

負債及び資本の部合計

支 払 承 諾 見 返



（注） １． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、

市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引につ

いては、取引の約定時点を基準とし、中間貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定

取引負債」に計上しております。

特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については中間

決算日の時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については中間

決算日において決済したものとみなした額により行っております。

３． 有価証券の評価は、移動平均法による原価法により行っております。なお、有価証

券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている

有価証券の評価は、取引所の相場のある転換社債、株式（各々外国証券を含む）及び

外国国債については移動平均法による低価法（洗い替え方式）により行っており、上

記以外の有価証券については移動平均法による原価法により行っております。

４．動産不動産の減価償却は、それぞれ次の方法により年間見積額を期間により按分し

計上しております。

建　物　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

　ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を

  除く）については、定額法を採用し、税法基準の償却率による。

動　産　　定率法を採用し、税法基準の償却率による。

その他　　税法の定める方法による。

５． 外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しており

ます。

６． 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま

す。

  破産、和議等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」と

いう）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という）

の債権については、下記直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証

による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破

綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る債

権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を

控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上

しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算

出した貸倒実績率等に基づき計上しております。なお、特定海外債権については、対

象国の政治経済情勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定（ 租税

特別措置法第５５条の２の海外投資等損失準備金を含む）として計上しております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、

当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づ

いて上記の引当を行っております。

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権については、債権額から担

保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込

額として債権額から直接減額しており、その金額は１７２，９４１百万円であります。

７． 退職給与引当金は、自己都合退職による期末要支給額を基準として年間繰入見積額

を期間により按分し、中間期末要支給額に相当する額を引当てております。

８． 債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の

担保価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額

を引当てております。

なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。



９． 偶発損失引当金は、債権流動化等の方法によりオフバランス化を図っているものに

ついて、将来発生する可能性の高い偶発損失を合理的に見積もり、必要と認められる

額を引当てております。

なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

１０． 投資損失引当金は、株式等の有価証券への投資について、将来発生する可能性のあ

る損失を見積もり、必要と認められる額を引当てております。

なお、この引当金は商法第２８７条ノ２に規定する引当金であります。

１１． リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

１２． 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

１３． 特別法上の引当金は次のとおり計上しております。

金融先物取引責任準備金 ０ 百万円 金融先物取引法第８２条の規定に基

 づく準備金であります。

証券取引責任準備金 ０ 百万円 証券取引法第６５条の２第７項にお

 いて準用する証券取引法第５１条の規

 定に基づく準備金であります。
 

１４． 有価証券には自己株式８９２，８５４円が含まれております。なお、商法第２１０

条ノ２第２項第３号に定める自己株式は該当ありません。

１５． 動産不動産の減価償却累計額 １１２，８４８ 百万円

１６． 動産不動産の圧縮記帳額 １０８，９３３ 百万円

１７． 貸出金のうち、破綻先債権額は１８ ,８２０百万円、延滞債権額は３５３ ,９０１

百万円であります。

破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の

事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上

しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」と

いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号

のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ

ります。

延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建

又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま

す。

なお、上記注記６．に記載されている取立不能見込額の直接減額により、従来の方

法によった場合に比べ、破綻先債権は８６，６１１百万円、延滞債権額は８２，８２

８百万円減少しております。

また、当期から資産の自己査定の結果に基づき貸出金の未収利息を収益不計上とし

たため、延滞債権額には従来採用していた税法基準によれば、３カ月以上延滞債権と

なるもの１６，１５４百万円、貸出条件緩和債権となるもの１８４，３４８百万円、

延滞債権に該当しなくなるもの２６，５２５百万円が含まれております。



１８． 貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は１５，４０２百万円であります。

３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日を起算日として

３カ月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものでありま

す。

１９． 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は４５，６２２百万円であります。

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利

の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないも

のであります。

２０． 破綻先債権額、 延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合

計額は４３３，７４６百万円であります。

２１． ローン・パーティシペーションで、平成７年６月１日付日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第３号に基づいて、参加者に売却したものとして会計処理した貸出金の

元本の期末残高の総額は、１２１,１３１百万円であります。

２２． 土地の再評価に関する法律(平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額

を「 再評価に係る繰延税金負債 」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「 再評価差額金 」として資本の部に計上しております。

再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法   土地の再評価に関する法律施行令

(平成10年３月31日公布政令第119

号）第２条第１号に定める「地価公

示法第6条に規定する標準地につい

て同条の規定により公示された価格」

に基づいて、近隣売買事例による補

正等合理的な調整を行って算出

２３． 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特

約付借入金３４２,９０８百万円が含まれております。



  第139期中（ ）中間損益計算書

       株式会社  横浜銀行

  科     目 金      額

１４７,７８１

１１８,１６６

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） （ ９０,９９１ ）

（ うち有価証券利息配当金 ） （ １７,８５３ ）

１５,２０２

１６８

２,８７５

１１,３６９

１２９,１１３

３５,６３０

（ う ち 預 金 利 息 ） （ １３,５４７ ）

４,４７０

７,１５９

５４,３０２

２７,５４９

１８,６６８

６

４５６

１８,２１８

９７

７,７０５

１０,４１５

４,２８４

１４,７００

（単位：百万円）

中 間 利 益

前 期 繰 越 利 益

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

中 間 未 処 分 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び事 業税

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 中 間 利 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

特 定 取 引 収 益

平成１１年４月  １日から
平成１１年９月３０日まで



　　（注）　１．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　　　　　２．特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を

　　　　　　　損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。

　　　　　　　　特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、中間期中の受払利息等に、有価証券、

　　　　　　　金銭債権等については前期末と当中間期末における評価損益の増減額を、派生商品につ

　　　　　  　いては前期末と当中間期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えており

     ます。

　



 比 較 中 間 貸 借 対 照 表（主 要 内 訳）

       株式会社 横  浜  銀  行

（単位：百万円）

科    目   平成１１年   平成１０年 比　　較   平成１０年度末 比　　較

   中間期末(Ａ)    中間期末(Ｂ) (Ａ)-(Ｂ)  (要約)(Ｃ) (Ａ)-(Ｃ)

（資 産 の 部）

現 金 預 け 金 317,804 439,937 △ 122,133 482,894 △ 165,090

コ ー ル ロ ー ン 14,652 2,409   12,243 976   13,676

買 入 金 銭 債 権 4,699 4,295   404 4,291   408

特 定 取 引 資 産 44,571 113,344  △ 68,773 50,909 △ 6,338

金 銭 の 信 託 1,526 54,515  △ 52,989 40,030  △ 38,504

有 価 証 券 1,489,725 1,626,864  △ 137,139 1,455,400   34,325

貸 出 金 7,912,023 8,174,376  △ 262,353 8,136,791  △ 224,768

外 国 為 替 8,597 18,151  △ 9,554 10,628  △ 2,031

そ の 他 資 産 102,558 82,407   20,151 98,879   3,679

動 産 不 動 産 158,580 164,405  △ 5,825 160,596  △ 2,016

繰 延 税 金 資 産 179,806 　   － 179,806 187,511  △ 7,705

支 払 承 諾 見 返 433,640 527,280 △ 93,640 501,647  △ 68,007

資 産 の 部 合 計 10,668,187 11,207,988 △ 539,801 11,130,558  △ 462,371

（負 債 の 部）     

預 金 8,458,471 8,511,457  △ 52,986 8,490,517  △ 32,046

譲 渡 性 預 金 114,390 143,685  △ 29,295 422,610  △ 308,220

コ ー ル マ ネ ー 385,411 659,512  △ 274,101 207,267   178,144

売 渡 手 形 9,900 39,400  △ 29,500 10,000  △ 100

コマーシャル・ペーパー 20,000 8,000   12,000 15,000   5,000

特 定 取 引 負 債 4,609 4,848  △ 239 4,759  △ 150

借 用 金 389,669 363,259   26,410 474,312  △ 84,643

外 国 為 替 157 217 △ 60 84   73

転 換 社 債 3,273 3,273   　   － 3,273   　   －

そ の 他 負 債 194,912 347,906  △ 152,994 193,105   1,807

貸 倒 引 当 金 167,200 228,925  △ 61,725 328,325  △ 161,125

退 職 給 与 引 当 金 15,664 15,578   86 15,604   60

債 権 売 却 損 失 引 当 金 29,757 19,423   10,334 30,846  △ 1,089

偶 発 損 失 引 当 金 2,719 　   －  2,719 2,449   270

投 資 損 失 引 当 金 87 　   －   87 　   － 87

特 別 法 上 の 引 当 金 0 0   0 0   0

再評価に係る繰延税金負債 24,792 　   － 24,792 24,792   　   －

支 払 承 諾 433,640 527,280 △ 93,640 501,647  △ 68,007

再 評 価 差 額 金 　   － 59,044 △ 59,044 　   － 　   －

負 債 の 部 合 計 10,254,659 10,931,814 △ 677,155 10,724,596  △ 469,937

(資 本 の 部)     

資 本 金 184,546 134,546   50,000 184,546   　   －

法 定 準 備 金 176,286 125,147   51,139 175,716   570

再 評 価 差 額 金 34,251 　   － 34,251 34,251 　   －

剰 余 金 18,443 16,480   1,963 11,447   6,996

任 意 積 立 金 3,743 9,243  △ 5,500 9,243 △ 5,500

中間(当期)未処分利益 14,700 7,237   7,463 2,204   12,496

中 間 ( 当 期 ) 利 益 10,415 3,691   6,724 △     107,746   118,161

資 本 の 部 合 計 413,527 276,173   137,354 405,961   7,566

負 債 及 び 資本の部 合計 10,668,187 11,207,988 △ 539,801 11,130,558  △ 462,371

（注）当中間期における発行済株式数の増加はありません。　



 比 較 中 間 損 益 計 算 書（主 要 内 訳）

     株式会社 横  浜  銀  行  

（単位：百万円）

　  　科     目
 平 成 １１ 年  平 成 １０ 年 比     較   平成１０年度

 中間期（Ａ）  中間期（Ｂ）   ( Ａ － Ｂ ） （ 要   約 ）

経 常 収 益 147,781 173,960 △ 26,179 329,850

資 金 運 用 収 益 118,166 145,833 △ 27,667 275,046

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） ( 90,991 ) ( 98,000 ) ( △ 7,009 ) ( 193,404 )

　 （うち有価証券利息配当金） ( 17,853 ) ( 21,113 ) ( △ 3,260 ) ( 39,240 )

役 務 取 引 等 収 益 15,202 14,633 569 31,399

特 定 取 引 収 益 168 271 △ 103 549

そ の 他 業 務 収 益 2,875 3,991 △ 1,116 9,585

そ の 他 経 常 収 益 11,369 9,230 2,139 13,270

経 常 費 用 129,113 169,328 △ 40,215 513,688

資 金 調 達 費 用 35,630 64,907 △ 29,277 113,124

（う ち 預 金 利 息） ( 13,547 ) ( 29,601 ) ( △ 16,054 ) ( 51,261 )

役 務 取 引 等 費 用 4,470 4,163 307 8,816

特 定 取 引 費 用 － 329 △ 329 －

そ の 他 業 務 費 用 7,159 6,616 543 15,532

営 業 経 費 54,302 58,229 △ 3,927 112,647

そ の 他 経 常 費 用 27,549 35,081 △ 7,532 263,567

経 常 利 益 18,668 4,631 14,037 △ 183,837

特 別 利 益 6 169 △ 163 215

特 別 損 失 456 1,048 △ 592 1,698

税 引 前 中 間 ( 当 期 ) 利 益 18,218 3,753 14,465 △ 185,320

法人税、住民税及び事業税 97 62 35 119

法 人 税 等 調 整 額 7,705 － 7,705 △ 77,693

中 間 ( 当 期 ) 利 益 10,415 3,691 6,724 △ 107,746

前 期 繰 越 利 益 4,284 3,546 738 3,546

過 年 度 税 効 果 調 整 額            －            －         　 － 109,818

中 間 配 当 額            －            －         　 － 2,844

利 益 準 備 金 積 立 額         　 －         　 －         　 － 568

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益 14,700 7,237 7,463 2,204



（添付資料） 株式会社  横 浜 銀 行

  １．有価証券の時価等
　（金額単位　百万円）

期　別 当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）

中間貸借 時　価 評価損益 中間貸借 時　価 評価損益 貸借対照表 時　価 評価損益

種　類 対照表価額 対照表価額 価      額

有 価 証 券 債 券 194,867 197,984   3,116 3,463 346 296,371 307,431 11,059 11,069 9 186,966 190,019 3,052 4,216 1,163

株 式 457,592 506,952   49,359 110,034 60,674 542,136 445,999 △ 96,136 30,693 126,829 486,462 493,513 7,050 61,916 54,865

(うち自己株式) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( － ) 0 0 0 ( 0 ) ( － ) ( 1 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 0 ) ( － )

その他 26,983 28,347   1,363 1,517 153 54,795 57,615 2,820 3,072 251 37,628 39,656 2,028 2,198 170

合    計 679,444 733,284   53,840 115,015 61,175 893,303 811,046 △ 82,256 44,834 127,090 711,056 723,189 12,132 68,331 56,199

　（注）１．本表記載の有価証券は、上場有価証券（債券は、国債、地方債、社債であります。）を対象としております。なお、上場有価証券の時価は、主として東京証券取引所における最終価格によっております。

　　　　　ただし、当中間会計期間末および第138期の上場債券の時価は、主として、東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格に

　　　　　よっております。

　　　　２．非上場有価証券のうち時価相当額として価格等の算定が可能なものは、次のとおりであります。

　（金額単位　百万円）

期　別 当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）

中間貸借 時価相当額 評価損益 中間貸借 時価相当額 評価損益 貸借対照表 時価相当額 評価損益

種　類
対照表価額

うち評価益 うち評価損
対照表価額

うち評価益 うち評価損
価      額

うち評価益 うち評価損

有 価 証 券 債 券 537,435 546,664   9,229 9,692 462 386,372 396,358 9,986 11,125 1,139 418,372 425,524   7,152 8,374 1,222

株 式 5,629 10,464   4,835 5,172 336 5,510 4,680 △ 830 456 1,286 5,668 6,755   1,086 1,936 850

その他 29,073 29,543   469 806 336 49,421 49,429 7 824 816 35,981 36,285 304 845 541

　 　合    計 572,137 586,672   14,535 15,671 1,135 441,304 450,468 9,163 12,405 3,241 460,022 468,565   8,543 11,157 2,614

       　　非上場有価証券の時価相当額は、店頭売買有価証券については日本証券業協会が公表する売買価格等、公募債券については日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算

  　　　 した価格、証券投資信託の受益証券については基準価格、米国の店頭売買有価証券については全米証券業協会のＮＡＳＤＡＱによる売買価格等によっております。

 　　　　

前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 第１３８期（平成１１年３月３１日現在）

前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 第１３８期（平成１１年３月３１日現在）

うち評価益 うち評価損うち評価益 うち評価損 うち評価益 うち評価損



　　　　３．時価情報開示対象有価証券から除いた有価証券の主なものの（中間）貸借対照表価額は、次のとおりであります。

　（金額単位　百万円）

期    　別

　種　    類

有   価   証   券 公募債以外の内国非上場債券 209,518 192,753 208,964

残存償還期間１年以内の公募非上場債券 3,599 46,870 32,446

内国債以外の非上場債券 3,111 4,305 2,045

非上場の関係会社株式 3,178 25,719 23,283

　　　　４．特定取引勘定にて経理しております商品有価証券及び特定取引有価証券については、時価評価を行い、当該評価損益を（中間）損益計算書に計上しておりますので、ここでの記載を省略しております。

　　　　　

  ２．金銭の信託の時価等
　（金額単位　百万円）

期　別 当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）   

中間貸借 時 価 等 評価損益 中間貸借 時 価 等 評価損益 貸借対照表 時 価 等 評価損益

種　類
対照表価額

 うち評価益  うち評価損
対照表価額

 うち評価益  うち評価損
価      額

 うち評価益  うち評価損

金 銭 の 信 託 1,526 1,528 1 1 － 54,515 54,194 △ 321 182 504 40,030 40,021 △ 8 88 79

　（注）   時価等の算定は、以下により金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっております。

　　　  １．上場有価証券については、主として、東京証券取引所における最終価格又は日本証券業協会が発表する公社債店頭（基準）気配表に掲載されている銘柄の利回りに基づいて計算した価格によっております。

　　　  ２．店頭売買株式については、日本証券業協会が公表する売買価格等によっております。

前中間会計期間末

（平成１０年９月３０日現在）

第１３８期（平成１１年３月３１日現在）前中間会計期間末(平成１０年９月３０日現在)

当中間会計期間末

（平成１１年９月３０日現在） （平成１１年３月３１日現在）

第１３８期



（添付資料）デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 株式会社　横 浜 銀 行

　取引の時価等に関する事項

１．金利関連取引 （金額単位　百万円）

     当中間会計期間末(平成１１年９月３０日現在)       前中間会計期間末(平成１０年９月３０日現在)  　第１３８期（平成１１年３月３１日現在）
区

　種　　類 　　契　約　額　等 時　価  評価損益 　　契　約　額　等 時　価  評価損益 　　契　約　額　等 時　価  評価損益

分
うち１年超 うち１年超 うち１年超

取 金利 売建 42,340 － 42,427 △ 87 117,508 － 117,638 △ 129 145,670 － 145,792 △ 122

引 先物 買建 － － － 　 － 5,331 － 5,329 △ 1 1,432 － 1,432 0

所 金 売 コール － － －   － － －  　 　－ 　　－ － － － 　 －

利 （ － ） （ － ） （ － ）

オ 建 プット － － －   － － － 　　　－ 　　－ － － －   －

プ （ － ） （ － ） （ － ）

シ 買 コール － － － 　 － － － 　　　－ 　　－ － － － 　 －

ョ （ － ） （ － ） （ － ）

ン 建 プット － － － 　 － － － 　　　－ 　　－ － － － 　 －

（ － ） （ － ） （ － ）

店 金利 売建 － －  － － 105,302 － 77 77 33,151 － 1 1
先渡

頭 契約 買建 － －  － － 47,372 － △ 84 △ 84 － － － －

金 受取固定・

利 支払変動 454,808 316,957  17,239  17,239 559,870 338,110 33,578 33,578 505,246 303,667 23,567 23,567

ス 受取変動・

ワ 支払固定 822,610 557,856 △ 49,377 △ 49,377 1,178,059 758,843 △ 71,786 △ 71,786 1,028,122 662,407 △ 59,515 △ 59,515

ッ 受取変動・

プ 支払変動 14,001 5,951  6  6 15,393 14,016 0 0 14,876 13,358 △ 14 △ 14

金 売 コール － －  －  － － － － － － － － －

利 （ － ） （ － ） （ － ）

オ 建 プット － －  －  － － － － － － － － －

プ （ － ） （ － ） （ － ）

シ 買 コール － －  －  － － － － － － － － －

ョ （ － ） （ － ） （ － ）

ン 建 プット － －  －  － － － － － － － － －

（ － ） （ － ） （ － ）

　キ 　売建 17,844 16,744   84   74 － － － － － － － －

　ャ （ 159 ） （ － ） （ － ）

　ッ 　買建 17,699 16,599   82 △ 62 － － － － － － － －

　プ （ 144 ） （ － ） （ － ）

　フ 　売建 － －   －   － － － － － － － － －

　ロ （ － ） （ － ） （ － ）

　ア 　買建 － －   －   － － － － － － － － －

　｜ （ － ） （ － ） （ － ）

　そ 　売建 － －   －   － 20,372 16,822 42 154 18,335 15,885 53 110

　の （ － ） （ 196 ） （ 164 ）

　他 　買建 － －   －   － 20,272 16,722 41 △ 139 18,185 15,735 52 △ 97

（ － ） （ 180 ） （ 149 ）

合　　計 △ 32,206 △ 38,330 △ 36,069

（注）１．時価の算定

　　  　　　取引所取引については、東京金融先物取引所等における最終の価格によっております。

　　　　  　店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

　　　２．（　　）内は（中間）貸借対照表に計上したオプション料であります。



（注）３．特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引については、時価評価を行い、その評価損益を（中間）損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。
　　　　　契約額を記載しております。また、オプション取引については、貸借対照表に計上したオプション料を（　）書きして　　
          特定取引に含まれるデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

　 （金額単位　百万円）

区     当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）     前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在）   　 　  第１３８期（平成１１年３月３１日現在）
分 　種　　類 　 　契　約　額　等 時　　　価 　 　契　約　額　等 時　　　価 　 　契　約　額　等 時　　　価
取 金利 売建 8,708 8,720 37,560 37,595 5,438 5,459
引 先物 買建 18,744 18,757 38,115 38,158 5,438 5,459
所 金 売 コール － － － － － －
利 （ － ） （ － ） （ － ）
オ 建 プット － － － － － －
プ （ － ） （ － ） （ － ）
シ 買 コール － － － － － －
ョ （ － ） （ － ） （ － ）
ン 建 プット － － － － － －

（ － ） （ － ） （ － ）

店 金利 売建 － － 11,566 1 － －
先渡
頭 契約 買建 － － 11,566 △ 3 － －
金 受取固定・
利 支払変動 249,286 3,618 129,342 4,705 242,752 3,332
ス 受取変動・
ワ 支払固定 254,512 △ 3,615 129,842 △ 4,656 255,152 △ 3,575
ッ 受取変動・
プ 支払変動 － － － － － －
金 売 コール － － － － － －
利 （ － ） （ － ） （ － ）
オ 建 プット － － － － － －
プ （ － ） （ － ） （ － ）
シ 買 コール － － － － － －
ョ （ － ） （ － ） （ － ）
ン 建 プット － － － － － －

（ － ） （ － ） （ － ）
　キ 　売建 － － － － － －
　ャ （ － ） （ － ） （ － ）
　ッ 　買建 － － － － － －
　プ （ － ） （ － ） （ － ）
　フ 　売建 － － － － － －
　ロ （ － ） （ － ） （ － ）
　ア 　買建 － － － － － －
　｜ （ － ） （ － ） （ － ）
　そ 　売建 － － － － － －
　の （ － ） （ － ） （ － ）
　他 　買建 － － － － － －

（ － ） （ － ） （ － ）
　（注）（　　）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。



　２．通貨関連取引 　（金額単位　百万円）

区    当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）     前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 　　第１３８期（平成１１年３月３１日現在）

分 　　種　　類 　　契　約　額　等 時　価 評 価 損 益 　　契　約　額　等 時　価 評価損益 　　契　約　額　等 時　価 評 価 損

　うち１年超 　うち１年超 　うち１年超

店 通貨スワップ 275,165 118,311 5,747  5,747 729,132 204,249 12,338 12,338 643,171 190,268 4,165 4,165

頭 　うち米ドル 238,652 105,773 6,386  6,386 675,445 171,431 13,134 13,134 591,157 166,617 5,210 5,210

　うちその他 36,512 12,537 △      638 △ 638 53,687 32,817 △ 796 △ 796 52,013 23,650 △ 1,045 △ 1,045

（注）１．時価の算定

    　      割引現在価値により算定しております。

      ２．特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引については、該当ありません。

　　　３．先物為替予約、通貨オプション等については、（中間）期末日に引直しを行い、その損益を（中間）損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。

　　　　　引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。                                                                                 

　　　（金額単位　百万円）

   当中間会計期間末    前中間会計期間末   第　１　３　８　期

区 （平成１１年９月３０日現在） （平成１０年９月３０日現在） （平成１１年３月３１日現在）

種　　類
分 　　契　　約　　額　　等 　　契　　約　　額　　等 　　契　　約　　額　　等

取 通貨 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

引 先物 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

所 通 売 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

　 （　 　  　－ ） （　 　  　－ ） （ 　 　  　－ )
貨 建

　 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

オ （　 　  　－ ） （　 　  　－ ） （ 　 　  　－ )

プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

シ （　 　  　－ ） （　 　  　－ ） （ 　 　  　－ )
建

ョ プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

ン （　 　  　－ ） （　 　  　－ ） （ 　 　  　－ )

店 為替 売建 37,964 282,303 169,709

頭 予約 買建 41,500 284,123 176,913

通 売 コール 3,262 4,864 3,496

　 （ 90 ） （ 150 ） （ 114 )

貨 建

　 プット 5,011 2,447 1,300

オ （ 102 ） （ 51 ） （ 21 )

プ 買 コール 3,434 4,346 3,724

シ （ 72 ） （ 132 ） （ 117 )
建

ョ プット 4,394 2,335 1,366

ン （ 120 ） （ 44 ） （ 14 )

　そ 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

　の

　他 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

（注）（　　）内は（中間）貸借対照表に計上したオプション料であります。



３．株式関連取引  （金額単位　百万円）

区      当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）      前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 　　第１３８期（平成１１年３月３１日現在）
分 　種　　類 　　契　約　額　等 時　価   評価損益 　　契　約　額　等 時　価   評価損益 　　契　約　額　等 時　価   評価損益

うち１年超 うち１年超 うち１年超

取 株式指数先物 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 1,679 　   　－ 1,615 64 1,660 　 　 － 1,669 △ 9

引 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　 　－ 　   　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
所 株 売 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　 　－ 　   　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
式 （ 　 　  　－ ） （ 　 　 　－ ） （ 　 　  　－ ）
指
数 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　 　－ 　   　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
オ （ 　 　  　－ ） （ 　 　 　－ ） （ 　 　  　－ ）
プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　 　－ 　   　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
シ （ 　 　  　－ ） （ 　 　 　－ ） （ 　 　  　－ ）
ョ 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　 　－ 　   　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
ン （ 　 　  　－ ） （ 　 　 　－ ） （ 　 　  　－ ）

店 売 コール － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
（ － ） （ ） （ 　 　  　－ ）

頭 建 プット － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
（ － ） （ ） （ 　 　  　－ ）

買 コール － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

（ － ） （ ） （ 　 　  　－ ）

建 プット － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

（ － ） （ ） （ 　 　  　－ ）
有価証券株価指数変化率受取・
店頭指数短期変動金利支払 － － － － － － － －
等 短期変動金利受取・
スワップ株価指数変化率支払 － － － － － － － －

そ  の  他 売建 － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

買建 － － －  － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

合　　計 　 　  　－ 64 △ 9
（注）１．時価の算定
　　　　  　取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
　　　　  　店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算出しております。
　　　２．（　　）内は（中間）貸借対照表に計上したオプション料であります。
　　　３．特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引については、該当ありません。

　４．債券関連取引 　　（金額単位　百万円）

区      当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）      前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 　　第１３８期（平成１１年３月３１日現在）
分 　種　　類 　　契　約　額　等 時　価 　評価損益 　　契　約　額　等 時　価 評価損益 　　契　約　額　等 時　価 　評価損益評価損益

うち１年超 うち１年超 うち１年超

取   債券先物 売建 5,990 　 　  　－ 6,070 △ 79 － 　 　 　－ － － － 　 　 － － －

引 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ － 　 　 　－ － － － 　 　 － － －

所 債 売 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
券 （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）
先
物 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
オ （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）
プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
シ （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）

ョ 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　 　－ 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
ン （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）

店 債 売 コール 20,000 　 　  　－ 611 △ 208 69,000 　 　 　－ 1,031 614 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

券 （ 403 ） （ 416 ） （ 　 　  　－ ）
店

頭 頭 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－  　 　  　－ 5,000 　 　 　－ － － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
オ （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）
プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－  　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ － － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

シ （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）
ョ 建 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－  　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ － － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －
ン （ 　 　  　－ ） （ 　   　－ ） （ 　 　  　－ ）

そ の 他 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－  　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ － － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－  　 　  　－ 　   　－ 　 　 　－ － － 　 　  　－ 　 　 － 　 　 － 　 　 －

合　　計 △ 288 614 －
（注）１．時価の算定
　　　  　　取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。
　　　　  　店頭取引については、オプション価格計算モデル等により算定しております。
　　　２．（　　）内は（中間）貸借対照表に計上したオプション料であります。

有
価
証
券
店
頭
オ
プ
シ
ョ
ン



（注）３．特定取引（トレーディング取引）に含まれるデリバティブ取引については、時価評価を行い、その評価損益を（中間）損益計算書に計上しておりますので上記記載から除いております。　　　　　契約額を記載しております。また、オプション取引については、貸借対照表に計上したオプション料を（　）書きして　　

　    　　特定取引に含まれるデリバティブ取引の契約額等は下記のとおりであります。

　 （金額単位　百万円）

   当中間会計期間末（平成１１年９月３０日現在）    前中間会計期間末（平成１０年９月３０日現在） 　　第１３８期（平成１１年３月３１日現在）

区

　種　　類

分 　 　契　約　額　等 時　　　価 　 　契　約　額　等 時　　　価 　 　契　約　額　等 時　　　価

取 債券 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 4,128 4,165 1,324 1,325

先物
引 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 4,128 4,165 － －

所 債 売 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 8,995 106 － －
券 （ 　 　  　－ ） （ 106 ） （ － ）

先 建
物 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 10,680 4 － －

オ （ 　 　  　－ ） （ 4 ） （ － ）

プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 10,275 198 － －
シ （ 　 　  　－ ） （ 131 ） （ － ）

建

ョ プット 2,500 7 4,351 7 － －

ン （ 7 ） （ 7 ） （ － ）

店 債 売 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－
券 （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ）

頭 店 建
頭 プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

オ （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ）

プ 買 コール 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－
シ （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ）

建

ョ プット 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

ン （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ） （ 　 　  　－ ）

　そ 売建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－
　の

　他 買建 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－ 　 　  　－

　（注）（　　）内は契約額等に係る当初の受払オプション料であります。

５．商品関連取引

    商品関連取引については、該当ありません。
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Ⅰ．平成11年度中間決算の概況

１．損益状況 

【単体】 （百万円）

1１年中間期 １０年中間期

１０年中間期比

89,250  322  88,928  

86,243  △ 362  86,605  

80,947  2,035  78,912  

10,393  250  10,143  

119  △ 152  271  

△ 5,216  △ 2,494  △ 2,722  

3,006  684  2,322  

1,686  △ 542  2,228  

338  12  326  

49  378  △ 329  

932  835  97  

(△) 52,841  △ 4,752  57,593  

(△) 23,925  △ 2,216  26,141  

(△) 25,748  △ 2,219  27,967  

(△) 3,167  △ 318  3,485  

36,408  5,074  31,334  

(△) 316  △ 4,438  4,754  

36,092  9,512  26,580  

△ 5,167  △ 2,179  △ 2,988  

△ 17,423  4,525  △ 21,948  

5,331  3,497  1,834  

(△) 18,638  △ 2,642  21,280  

(△) 134  61  73  

(△) 16,558  △ 1,935  18,493  

(△) －   －   －   

(△) －   △ 348  348  

(△) 830  △ 525  1,355  

(△) －   －   －   

(△) －   －   －   

(△) 11  △ 202  213  

(△) 1,103  307  796  

△ 4,116  △ 1,615  △ 2,501  

18,668  14,037  4,631  

△ 450  428  △ 878  

△ 456  432  △ 888  

0  △ 159  159  

(△) 456  △ 592  1,048  

18,218  14,465  3,753  

(△) 97  35  62  

(△) 7,705  7,705  －   

10,415  6,724  3,691  

税 引 前 中 間 利 益

法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 利 益

特定海外債権引当勘定繰入額

そ の 他 の 債 権 売 却 損 等

動 産 不 動 産 処 分 益

動 産 不 動 産 処 分 損

経 常 利 益

特 別 損 益

そ の 他 の 臨 時 損 益

株 式 等 損 益 （３ 勘 定 尻 ）

不 良 債 権 処 理 額

うち 動 産 不 動 産 処 分 損 益

貸 出 金 償 却

個 別 貸 倒 引 当 金 繰 入 額

共 同 債 権 買 取 機 構 売 却 損

バ ル ク セ ー ル 売 却 損

債権売却損失引当金繰入額

取 引 先 支 援 損

特定債務者支援引当金繰入額

一 般 貸 倒 引 当 金 繰 入

業 務 純 益

臨 時 損 益

うち国債等債券損益（５勘定尻）

人 件 費

物 件 費

税 金

業 務 純 益 （一 般 貸 倒 繰 入 前 ）

役 務 取 引 等 利 益

特 定 取 引 利 益

そ の 他 業 務 利 益

経 費 （ 除 く 臨 時 処 理 分 ）

特 定 取 引 利 益

そ の 他 業 務 利 益

国 際 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

業 務 粗 利 益

国 内 業 務 粗 利 益

資 金 利 益

役 務 取 引 等 利 益

－１－



２．資金平残 （国内業務部門）

【単体】 （億円）

11年中間期 10年中間期 ９年中間期

10年中間期比 ９年中間期比

資金運用勘定 95,136  324  94,812  △ 731  95,543  

貸出金 79,319  △ 462  79,781  △ 1,420  81,201  

個人貸出 22,710  209  22,501  120  22,381  

有価証券 14,306  △ 562  14,868  708  14,160  

債券 9,249  391  8,858  1,050  7,808  

株式 5,057  △ 952  6,009  △ 342  6,351  

資金調達勘定 92,874  131  92,743  △ 694  93,437  

預金 84,166  3,223  80,943  95  80,848  

個人預金 60,653  1,158  59,495  1,052  58,443  

３．利回・利鞘 （国内業務部門）

【単体】 （％）

11年中間期 10年中間期 ９年中間期

10年中間期比 ９年中間期比

資金運用利回 Ａ 2.26  △ 0.16  2.42  △ 0.07  2.49  

貸出金利回 2.19  △ 0.08  2.27  △ 0.01  2.28  

有価証券利回 2.25  △ 0.08  2.33  △ 0.30  2.63  

資金調達利回 Ｂ 0.58  △ 0.20  0.78  △ 0.12  0.90  

預金利回 0.26  △ 0.14  0.40  △ 0.09  0.49  

外部負債利回 1.39  △ 0.12  1.51  0.30  1.21  

経費率 1.17  △ 0.12  1.29  △ 0.13  1.42  

資金調達原価 Ｃ 1.67  △ 0.26  1.93  △ 0.23  2.16  

資金運用調達利回差 Ａ－Ｂ 1.68  0.04  1.64  0.05  1.59  

預貸金利鞘 0.76  0.19  0.57  0.21  0.36  

総資金利鞘 Ａ－Ｃ 0.59  0.10  0.49  0.16  0.33  

－２－



４．有価証券関係損益

【単体】
① 国債等債券関係損益 （百万円）

1１年中間期 １０年中間期
１０年中間期比

国債等債券損益 （５勘定尻） △ 5,167  △ 2,179  △ 2,988  

売却益 1,567  △ 1,955  3,522  

償還益 423  318  105  

売却損 2,589  1,182  1,407  

償還損 4,569  △ 600  5,169  

償却 －  △ 40  40  

② 株式等損益 （百万円）
1１年中間期 １０年中間期

１０年中間期比

株式等損益 （３勘定尻） 5,331  3,497  1,834  

売却益 9,488  1,910  7,578  

売却損 3,827  632  3,195  

償却 330  △ 2,218  2,548  

（参考）株式の売切状況 （百万円）
1１年中間期 １０年度 ９年度

株式売切額（簿価ベース） 30,553  71,637  76,767  

５．業務純益

【単体】 （百万円）
1１年中間期 １０年中間期

１０年中間期比

業務純益（一般貸倒繰入前） 36,408  5,074  31,334  

職員一人当たり（千円） 8,250  1,663  6,587  

業務純益 36,092  9,512  26,580  

職員一人当たり（千円） 8,178  2,591  5,587  

（注）職員数は実動人員（出向者を除くベース）の平残

６．ＲＯＥ

【単体】 （％）
1１年中間期 １０年中間期

１０年中間期比

業務純益ベース 17.4  △ 1.8  19.2  

当期利益ベース 5.0  2.4  2.6  

－３－



７．自己資本比率（国内基準）

【連結】 （億円）

（１）自己資本比率 9.86 ％ △ 0.18 ％ 10.04 ％ 9.13 ％

ＴｉｅｒⅠ比率 5.27 ％ 0.23 ％ 5.04 ％ 5.30 ％

（２）Ｔｉｅｒ  Ⅰ 3,850 78 3,772 4,020

（３）Ｔｉｅｒ  Ⅱ 3,372 △ 400 3,772 2,897

（イ）
うち自己資本に計上された
再評価差額 265 0 265 265

（ロ）うち劣後ローン（債券）残高 2,651 △ 549 3,200 2,387

（４）控除項目 27 0 27 － 

（５）自己資本  （２）＋（３）－（４） 7,196 △ 321 7,517 6,918

（６）リスクアセット 72,984 △ 1,823 74,807 75,733

うちオンバランス 69,185 △ 1,678 70,863 71,855

うちオフバランス 3,798 △ 146 3,944 3,609

【単体】 （億円）

（１）自己資本比率 10.01 ％ △ 0.09 ％ 10.10 ％

ＴｉｅｒⅠ比率 5.31 ％ 0.24 ％ 5.07 ％

（２）Ｔｉｅｒ  Ⅰ 3,759 69 3,690

（３）Ｔｉｅｒ  Ⅱ 3,359 △ 331 3,690

（イ）
うち自己資本に計上された
再評価差額 265 0 265

（ロ）うち劣後ローン（債券）残高 2,651 △ 549 3,200

（４）控除項目 27 0 27

（５）自己資本  （２）＋（３）－（４） 7,091 △ 262 7,353

（６）リスクアセット 70,775 △ 1,973 72,748

うちオンバランス 67,514 △ 1,803 69,317

うちオフバランス 3,260 △ 171 3,431

《参考》

１１年９月末

［速報値］ 11年３月末比

１１年３月末

11年３月末比

１１年３月末 １０年９月末

（国際統一基準）

（他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額）

（他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額）

１１年９月末

［速報値］

－４－



８．経営合理化の状況

【単体】

① 経費の推移 （単位：百万円）

１１年中間期 １０年中間期 ９年中間期

10年中間期比 ９年中間期比

人件費 23,925  △ 2,216  26,141  △ 2,805  28,946  

物件費 25,748  △ 2,219  27,967  △ 2,185  30,152  

税金 3,167  △ 318  3,485  △ 695  4,180  

経費 52,841  △ 4,752  57,593  △ 5,686  63,279  

（参考） （単位：％）

ＯＨＲ 59.2  △ 5.5  64.7  △ 7.8  72.5  

② 人員の推移 （単位：人）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

総人員 5,523  △ 149  △ 341  5,672  5,864  

実働人員 4,339  △ 141  △ 303  4,480  4,642  

役員 14  △ 5  △ 6  19  20  

③ 店舗等の推移

 《国内店舗数の推移》 (単位：店舗）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

本支店 163  △ 1  △ 4  164  167  

出張所 23  1  △ 1  22  24  

店舗数 186  0  △ 5  186  191  

（参考）

無人店舗数 322  4  8  318  314  

《海外拠点数の推移》 （単位：拠点）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

支店 0  0  △ 3  0  3  

出張所 0  0  0  0  0  

駐在員事務所 6  △ 1  2  7  4  

拠点数 6  △ 1  △ 1  7  7  

現地法人 1  0  0  1  1  

－５－



Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

○ 部  分  直  接  償  却    ： 実施後

○ 未収利息不計上基準： 自己査定に基づく債務者区分による

【単体】 （百万円）

１１年９月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

① 破綻先債権額 18,820  △ 96,880  △ 63,278  115,700  82,098  

② 延滞債権額 353,901  128,600  149,777  225,301  204,124  

小  計(①+②) 372,721  31,719  86,498  341,002  286,223  

③ ３カ月以上延滞債権額 15,402  880  △ 3,971  14,522  19,373  

④ 貸出条件緩和債権額 45,622  △ 185,484  △ 46,884  231,106  92,506  

合  計(①+②+③+④) 433,746  △ 152,885  35,644  586,631  398,102  

貸出金残高（末残） 7,912,023  △ 224,768  △ 262,353  8,136,791  8,174,376  

（％）

１１年９月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

① 破綻先債権額 0.2  △ 1.2  △ 0.8  1.4  1.0  

② 延滞債権額 4.4  1.7  2.0  2.7  2.4  

小  計(①+②) 4.7  0.6  1.2  4.1  3.5  

③ ３カ月以上延滞債権額 0.1  0.0  △ 0.1  0.1  0.2  

④ 貸出条件緩和債権額 0.5  △ 2.3  △ 0.6  2.8  1.1  

合  計(①+②+③+④) 5.4  △ 1.8  0.6  7.2  4.8  

《参考》部分直接償却を１１年３月期から実施した場合の増減 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

① 破綻先債権額 18,820  △ 21,590  40,410  －  

② 延滞債権額 353,901  204,147  149,754  227,028  

小  計(①+②) 372,721  182,556  190,165  227,028  

③ ３カ月以上延滞債権額 15,402  880  14,522  △ 16,154  

④ 貸出条件緩和債権額 45,622  △ 185,484  231,106  △ 184,348  

合  計(①+②+③+④) 433,746  △ 2,048  435,794  26,525  

（部分直接償却額）  (171,688) (20,851) (150,837) 

リ
ス
ク
管
理
債
権

１１年３月末

１１年３月末

未収利息計上
基準変更によ
る影響

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
残
高
比
率
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【連結】 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

① 破綻先債権額 19,211  △ 97,634  116,845  

② 延滞債権額 376,963  124,674  252,289  

小  計(①+②) 396,174  27,040  369,134  

③ ３カ月以上延滞債権額 15,712  △ 1,618  17,330  

④ 貸出条件緩和債権額 16,984  △ 186,859  203,843  

合  計(①+②+③+④) 428,871  △ 161,437  590,308  

貸出金残高（末残） 7,888,986  △ 243,315  8,132,301  

（％）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

① 破綻先債権額 0.2  △ 1.2  1.4  

② 延滞債権額 4.7  1.6  3.1  

小  計(①+②) 5.0  0.5  4.5  

③ ３カ月以上延滞債権額 0.1  △ 0.1  0.2  

④ 貸出条件緩和債権額 0.2  △ 2.3  2.5  

合  計(①+②+③+④) 5.4  △ 1.8  7.2  

《参考》部分直接償却を１１年３月期から実施した場合の増減 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

① 破綻先債権額 19,211  △ 22,344  41,555  

② 延滞債権額 376,963  200,221  176,742  

小  計(①+②) 396,174  177,877  218,297  

③ ３カ月以上延滞債権額 15,712  △ 1,618  17,330  

④ 貸出条件緩和債権額 16,984  △ 186,859  203,843  

合  計(①+②+③+④) 428,871  △ 10,600  439,471  

リ
ス
ク
管
理
債
権

リ
ス
ク
管
理
債
権

貸
出
残
高
比
率
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２．貸倒引当金等の状況

① 貸倒引当金

【単体】 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

貸倒引当金 167,200  △ 161,125  △ 61,725  328,325  228,925  

一般貸倒引当金 44,817  316  20,367  44,501  24,450  

個別貸倒引当金 122,192  △ 161,431  △ 82,057  283,623  204,249  

特定海外債権引当勘定 191  △ 9  △ 34  200  225  

【連結】 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

貸倒引当金 171,142  △ 177,995  349,137  

一般貸倒引当金 48,724  △ 4,624  53,348  

個別貸倒引当金 122,226  △ 173,361  295,587  

特定海外債権引当勘定 191  △ 9  200  

② 特定債務者支援引当金
    該当ございません。

③ 債権売却損失引当金

【単体】 （百万円，％）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

債権売却損失引当金             Ａ 29,757  △ 1,089  10,334  30,846  19,423  

買取機構向け貸出金残高       Ｂ 48,956  △ 5,066  △ 8,220  54,022  57,176  

引当率  （％）             Ａ／Ｂ 60.7  3.7  26.8  57.0  33.9  

３．リスク管理債権に対する引当率

【単体】 （％）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

部分直接償却前 48.7  0.4  △ 2.6  48.3  51.3  

部分直接償却後 28.1  

部分直接償却前 56.1  0.2  △ 1.4  55.9  57.5  

部分直接償却後 38.5  

【連結】 （％）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

部分直接償却前 49.8  △ 0.2  50.0  

部分直接償却後 28.4  

部分直接償却前 58.6  △ 0.5  59.1  

部分直接償却後 39.9  

個別貸倒引当金

貸 倒 引 当 金

個別貸倒引当金

貸 倒 引 当 金

－８－



４．金融再生法開示債権

【単体】 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 Ａ 71,772  △ 169,198  240,970  

危険債権 Ｂ 308,668  △ 28,820  337,488  

要管理債権 61,024  2,043  58,981  

 小  計 441,465  △ 195,975  637,440  

 正常債権 7,965,357  △ 96,087  8,061,444  

要管理債権以外の要注意先債権 1,586,505  △ 135,521  1,722,026  

正常先債権 6,378,852  39,435  6,339,417  

合        計 8,406,823  △ 292,061  8,698,884  

 要管理先債権 Ｃ 75,740  3,553  72,187  

《参考》部分直接償却を１１年３月期から実施した場合の増減 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 71,772  △ 17,172  88,944  

危険債権 308,668  △ 28,820  337,488  

要管理債権 61,024  2,043  58,981  

 小  計 441,465  △ 43,949  485,414  

 正常債権 7,965,357  △ 96,087  8,061,444  

要管理債権以外の要注意先債権 1,586,505  △ 135,521  1,722,026  

正常先債権 6,378,852  39,435  6,339,417  

合        計 8,406,823  △ 140,035  8,546,858  

（部分直接償却額） (172,941) (20,916) (152,025) 

５．金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末

11年３月末比

 保  全  額 Ｄ 389,469  △ 191,640  581,109  

貸倒引当金 127,888  △ 160,648  288,536  

特定債務者引当金 －  －  －  

担保保証等 261,581  △ 30,991  292,572  

 保  全  率    （％） Ｄ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）  85.3  △ 4.0  89.3  

－９－



(単位：億円）

引当金 引当率 保全率
非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

全額引当 全額償却

119 597 0 0
(57)

717

危険債権

3,086 1,428 1,282 375
(1,539)

  ※（ ）内の計数は引当
要管理先 要管理債権 72 684      前の分類額
757 610

7,413 8,304

15,717
正常債権

79,653

63,454

合計 非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 合計

84,068 72,488 10,868 375 0 1,669

87.82%

83,733

要管理先
以外の要
注意先

破綻懸念先

3,086

正常先

必要額を
引当

63,454

16.53% 61.54%

引当率・保全率

57 100%

合計

196

実質破綻先

521

1,163 75.58%

57

100%

分      類金融再生
法に基づく
開示債権

自己査定に
おける債務者
区分

破綻先

破産更生債
権およびこ
れらに準ず
る債権

314 2.00%

以下合計

85.37%

76 0.12%

要管理先

要
注
意
先

担保  408
信用  348

引当金・担保・保証等
による保全部分

引当金・担保・保証等
による保全部分

－１０－



  資産内容の開示における各種基準の比較

リスク管理債権
（対象：貸出金）

（対象：総与信）

破綻先債権
６９９億円 １８８億円 １８８億円

７１７億円
５１１億円 延滞債権

３,５３９億円

危険債権
３,０８６億円

３ヵ月以上延滞債権
要管理先 １５４億円 １５４億円

貸出条件緩和債権
(注）要管理債権は貸出金のみ ４５６億円 ４５６億円

要注意先 小計
１６,４７５億円 ４,４１４億円 合計

４,３３７億円

１５,７１７億円 正常債権
７９,６５３億円

与信以外の仮払金等

合計
８４,０６８億円

金融再生法に基づく開示債権

うち貸出金

破綻先

６３,４５４億円

５２１億円

３,０８６億円

実質破綻先

破綻懸念先

自己査定における

小計

３,０２７億円

正常先

合計

要管理債権
６１０億円

債務者区分        （対象：与信関連資産）

破産更生債権
およびこれらに
準ずる債権

１９６億円

７９,１２０億円

７５７億円

要管理先以外
の要注意先

４,３３７億円

７４,７８２億円

８３,７３３億円 合計

 《未収利息計上基準変更に伴うリスク管理債権の新旧比較》

リスク管理債権（新基準） リスク管理債権(旧基準）

破綻先債権 破綻先債権
１８８億円 １８８億円

延滞債権
１,２６８億円

延滞債権 ３ヵ月以上延滞債権
３,５３９億円 １６１億円

貸出条件緩和債権
１,８４３億円
対象外
２６５億円

３ヵ月以上延滞債権 ３ヵ月以上延滞債権
１５４億円 １５４億円(合計３１５億円）
貸出条件緩和債権 貸出条件緩和債権
４５６億円 ４５６億円（合計２,２９９億円）
合計 合計
４,３３７億円 ４,３３７億円

リスク管理債権合計（旧基準）
４,０７２億円

－１１－



６．業種別貸出状況等

【単体】
① 業種別貸出金 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

7,850,023  △ 196,763  △ 194,640  8,046,786  8,044,663  

製 造 業 1,177,000  △ 7,468  △ 16,933  1,184,468  1,193,933  

農 業 9,015  △ 728  △ 456  9,743  9,471  

林 業 180  △ 4  △ 59  184  239  

漁 業 4,612  △ 302  △ 1,367  4,914  5,979  

鉱 業 6,127  151  △ 612  5,976  6,739  

建 設 業 507,258  △ 29,874  △ 17,757  537,132  525,015  

電気・ガス・熱供給・水道業 19,545  2,791  1,259  16,754  18,286  

運 輸 ・ 通 信 業 286,585  3,422  4,634  283,163  281,951  

卸 売 ・小 売 業 、飲 食 店 1,028,783  3,202  4,287  1,025,581  1,024,496  

金 融 ・ 保 険 業 488,587  △ 30,821  △ 19,773  519,408  508,360  

不 動 産 業 925,516  △ 74,894  △ 96,553  1,000,410  1,022,069  

サ ー ビ ス 業 1,011,297  △ 40,988  △ 53,571  1,052,285  1,064,868  

地 方 公 共 団 体 103,060  △ 15,789  △ 11,612  118,849  114,672  

そ の 他 2,282,457  △ 5,462  13,872  2,287,919  2,268,585  

② 業種別リスク管理債権および金融再生法開示債権 （百万円）

ﾘｽｸ管理債権 金 融 再 生 法

開示債権 (注)

431,302  438,991  

製 造 業 19,370  19,539  

農 業 125  127  

林 業 70  70  

漁 業 465  465  

鉱 業 0  0  

建 設 業 27,799  28,517  

電気・ガス・熱供給・水道業 40  47  

運 輸 ・ 通 信 業 5,335  5,343  

卸 売 ・小 売 業 、飲 食 店 41,625  41,918  

金 融 ・ 保 険 業 42,790  42,822  

不 動 産 業 146,999  147,302  

サ ー ビ ス 業 93,957  99,605  

地 方 公 共 団 体 －  －  

そ の 他 52,720  53,229  

(注)要管理債権以下の債権が対象。

国         内         店         分
（除く特別国際金融取引勘定）

国         内         店         分
（除く特別国際金融取引勘定）

１１年９月末

－１２－



③消費者ローン残高 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

消費者ローン残高 2,274,808  △ 213  15,616  2,275,021  2,259,192  

(部分直接償却前） (2,292,934) (17,913) (33,742) 

住宅ローン 1,897,988  17,569  50,599  1,880,419  1,847,389  

その他のローン 376,820  △ 17,782  △ 34,983  394,602  411,803  

④中小企業向け貸出残高 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

中小企業向け貸出残高 3,366,301  △ 96,971  △ 104,173  3,463,272  3,470,474  

(部分直接償却前） (3,492,526) (29,254) (22,052) 

⑤中小企業等貸出比率 （％）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

中小企業等貸出比率 71.8  0.5  0.6  71.3  71.2  

７．国別貸出状況等

【単体】

① 特定海外債権残高 （百万円、ヶ国）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

債権額 478  △ 29  △ 624  507  1,102  

対象国数 4  △ 1  △ 1  5  5  

②アジア向け貸出金 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

タイ 8,193  △ 6,078  △ 8,030  14,271  16,223  

うちリスク管理債権 1,565  △ 2  214  1,567  1,351  

香港 7,671  △ 928  △ 6,856  8,599  14,527  

うちリスク管理債権 －  △ 424  △ 1,218  424  1,218  

韓国 7,395  △ 1,128  △ 3,045  8,523  10,440  

うちリスク管理債権 －  －  －  －  －  

その他 7,539  △ 2,209  △ 4,959  9,748  12,498  

うちリスク管理債権 879  △ 173  △ 12  1,052  891  

合計 30,799  △ 10,344  △ 22,890  41,143  53,689  

うちリスク管理債権 2,444  △ 599  △ 1,017  3,043  3,461  

－１３－



③ 中南米主要諸国向け貸出金 （百万円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

パナマ 2,477  △ 406  △ 861  2,883  3,338  

うちリスク管理債権 －  －  －  －  －  

コロンビア 718  △ 183  △ 320  901  1,038  

うちリスク管理債権 －  －  －  －  －  

その他 431  △ 116  △ 174  547  605  

うちリスク管理債権 －  －  －  －  －  

合計 3,627  △ 704  △ 1,355  4,331  4,982  

うちリスク管理債権 －  －  －  －  －  

④ ロシア向け貸出金
    該当ございません。

８．預金、貸出金の残高

【単体】

① 預金・貸出金の末残・平残 （億円）

１１年中間期 １０ 年 度 １０年中間期

10年度比 10年中間期比

預 金   （末  残） 84,584  △ 321  △ 530  84,905  85,114  

  （平  残） 85,293  △ 43  △ 1,139  85,336  86,432  

貸出金   （末  残） 79,120  △ 2,247  △ 2,623  81,367  81,743  

  （平  残） 80,683  △ 1,294  △ 1,367  81,977  82,050  

② 預金者別預金末残 (特別国際金融取引勘定を除く国内店分） （億円）

１１年９月末 １１年３月末 １０年９月末

11年３月末比 10年９月末比

法 人 18,412  2,409  △ 8  16,003  18,420  

流動性預金 10,944  1,725  2,008  9,219  8,936  

定期性預金 7,338  736  △ 1,843  6,602  9,181  

外貨預金 128  △ 53  △ 175  181  303  

個 人 60,753  436  1,425  60,317  59,328  

流動性預金 19,874  734  1,864  19,140  18,010  

定期性預金 40,670  △ 442  △ 610  41,112  41,280  

外貨預金 208  144  171  64  37  

公 金 3,053  △ 2,095  211  5,148  2,842  

流動性預金 1,948  △ 1,457  1,297  3,405  651  

定期性預金 640  △ 146  △ 494  786  1,134  

外貨預金 464  △ 492  △ 592  956  1,056  

金 融 2,119  △ 1,137  △ 903  3,256  3,022  

流動性預金 1,963  87  371  1,876  1,592  

定期性預金 156  △ 54  △ 71  210  227  

外貨預金 0  △ 1,169  △ 1,202  1,169  1,202  

合 計 84,338  △ 389  725  84,727  83,613  

流動性預金 34,731  1,090  5,541  33,641  29,190  

定期性預金 48,805  93  △ 3,018  48,712  51,823  

外貨預金 801  △ 1,571  △ 1,799  2,372  2,600  

－１４－



９．神奈川県内の状況

【単体】

① 神奈川県内シェア （％）

② 神奈川県内･県外比率

預金

貸出金

③ 県内保証協会付貸出金 (億円）

11年９月期

県内
91.2%

県外
8.8%

11年３月期

県外
10.1%

県内
89.9%

11年９月期

県外
26.3%

県内
73.7%

11年３月期

県内
73.0%

県外
27.0%

3769 3503
2575 2526

2011
1961

15761578

477
479

358 364

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

11年９月期 11年３月期 10年９月期 10年３月期

神奈川県 横浜市 川崎市

22.8 22.7 22.6

24.0 23.9 23.8
23.6

23.1

22.0

22.5

23.0

23.5

24.0

24.5

11年９月期 11年３月期 10年９月期 10年３月期

預金

貸出金

6257 5943

4511 4466

－１５－



Ⅲ．平成１１年度中間連結決算の概況

１．損益状況

（百万円）

連 結 単 体 連 単 比 較

Ａ Ｂ Ａ － Ｂ

経 常 収 益 176,433  147,781  28,652  

経 常 利 益 19,675  18,668  1,007  

中 間 利 益 10,366  10,415  △ 49  

２．連結子会社の状況

増    減

連結子会社数 △ ２ 社

 横浜ビジネスサービス株式会社 うち増加０

 横浜事務サービス株式会社      減少２

 横浜キャリアサービス株式会社

 浜銀モーゲージサービス株式会社

 株式会社横浜バンクカード

 浜銀総合管理株式会社

 株式会社はまぎん事務センター

 横浜信用保証株式会社

連結子会社名  浜銀ファイナンス株式会社

 横浜キャピタル株式会社

 浜銀システムサービス株式会社

 浜銀抵当証券株式会社

 株式会社浜銀総合研究所

 株式会社はまぎんジェーシービー

 共益地所株式会社

 Yokohama Finance (Europe) S.A.

 Yokohama Finance Cayman Limited

 横浜シティ証券株式会社

 浜銀投資顧問株式会社

１０年度

１７ 社 １９ 社

同     左

１１年中間期

－１６－



Ⅳ．平成１１年度業績見通し

１．業績予想

【単体】 （億円）

１１ 年 度 １１年中間期 １０ 年 度

予      想 前年度比 実      績 前中間期比 実      績

 業務粗利益 1,825  31  892  3  1,794  

 経費 (△) 1,065  △ 47  528  △ 47  1,112  

業務純益

（一般貸倒繰入前）

業務純益 760  330  360  95  430  

 不良債権処理額 (△) 320  △ 1,563  186  △ 26  1,883  

 株式関係損益 80  357  53  34  △ 277  

経常利益 450  2,288  186  140  △ 1,838  

当期利益 260  1,337  104  67  △ 1,077  

経常収益 3,100  △ 198  1,477  △ 262  3,298  

【連結】 （億円）

１１ 年 度 １１年中間期 １０ 年 度

予      想 前年度比 実      績 前中間期比 実      績

経常収益 3,600  △ 256  1,764  3,856  

経常利益 480  2,289  196  △ 1,809  

当期利益 270  1,493  103  △ 1,223  

２．配当金

【単体】
１１ 年 度 １１年中間期 １０ 年 度

予      想 前年度比 前中間期比 実      績

普通株式 ５円００銭 ０円００銭 ２円５０銭 ０円００銭 ５円００銭

優先株式（第一回） ５円６６銭 ５円６４銭 ２円８３銭        ２銭

優先株式（第二回） ９円４６銭 ９円４３銭 ４円７３銭        ３銭

３．自己資本比率 （国内基準）

【連結】 （％）

１２年３月末 １１年９月末 １１年３月末

予      想 11年９月末比 速  報  値 11年３月末比 実      績

自己資本比率 9.90  0.04  9.86  △ 0.18  10.04  

760  682  78  50  364  

－１７－了
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平成 11年 11月 22日
株式会社 横 浜 銀 行

当面の経営施策および「経営の健全化のための計画」進捗状況について

１．当面の経営施策

当行は、神奈川県、東京西南部を中心とした地元リテールバンキングに経営資源を集中してい

ますが、現在、以下の経営諸施策に取り組んでいます。

（１） 営業・情報ネットワークの再構築

すでに稠密に張り巡らされた地元の営業・情報ネットワークの競争力を万全盤石に固めるた

め、エリア単位の営業体制の構築、個人取引特化店・ミニ店舗の出店などの諸施策すすめてお

りますが、今後、コンビニ等との提携、ダイレクトバンキングセンターの機能強化とともに、

システムのアウトソーシング・共同化の手法も柔軟に取り入れ、戦略的なＩＴ投資による情報

ネットワークの構築を積極的にすすめます。

（２）小規模事業者向け小口無担保つなぎローンの取扱い

地元中小企業の資金需要にお応えし、小規模事業者向け小口無担保つなぎローンの取扱いを

年内に開始します。一定の取引履歴等の審査基準を満たすローン申し込みに、原則として、翌

日回答・実行する画期的な商品であり、本部ビジネスローンプラザで取扱い、ローコストオペ

レーションで競争力のある金利等の条件設定もめざします。

地元のお取引先のうち約 7万社の小規模事業者の潜在的なニーズを開拓し、これを今後の重

要なビジネス分野へと発展させる手がかりにしたいと考えています。

（３）迅速な審査体制の確立

債務者の信用力のみならず、債権ごとの返済見通し、担保などの取引条件をきめ細やかに分

析するローングレーディングの手法を導入し、中小企業の資金需要を掘り起こすとともに、各

地域の中核店に融資部の審査担当者を配置するリスクマネージャー制度を導入し、担保に依存

しないリスク判断、迅速な回答を可能とする審査体制を確立します。

（４）バンクカードビジネスの強化

今年度中に株式会社横浜バンクカードを銀行本体に吸収するとともに、バンクカードを個人

向け無担保ローンビジネスの中心商品に据えるなど、バンクカードビジネスを強化するため、

全行を挙げてマーケット開拓に取り組みます。

（５）本部人員のさらなる削減

本部人員については、経営効率の向上を追求するとともに、お客さまにより近い所に人的資

源をより厚く張る「小さな本部、深いネット」をめざし、最近のピーク時(平成 8年 3月末)の

1,436名から平成 12年 3月末には 770 名（見通し）までほぼ半減させていますが、さらに間

接部門を中心とした合理化、業務のアウトソーシングによる人員削減を積極的にすすめます。



２．「経営の健全化のための計画」進捗状況
（１）収益動向 （億円）

10年度 10年度 11/上期 11年度

健全化計画 実績 実績 予想

1,805 1,794 892 1,825
1,125 1,112 528 1,065

393 430 360 760
-1,967 -1,838 186 450
-1,119 -1,077 104 260

62.3 62.0 59.2 58.3

（２）業務再構築の進捗状況
  Ａ．地元リテール営業力の強化

   （ａ）住宅ローン （億円）

11年3月末 11年3月末 11年9月末 住宅ローンセンター日曜稼動拡大、平日営業時間延長

健全化計画 実績 実績 住宅ローンセンター増設

23,066 22,750 22,748 （平塚・新百合ヶ丘・二俣川・綱島）

ｳﾁ住宅ローン 10,694 10,525 10,835 金利優遇「ファーストモゲージローン」の取扱開始

※住宅ローンはアパートローン除くベースの計数 住宅ローン全店統一相談会の開催

  （ｂ）中小企業向け貸出 （億円）

11年3月末 11年3月末 11年9月末 無担保ローン｢パイオニアローンⅠ、Ⅱ｣の取扱開始

健全化計画 実績 実績 新規開拓プロジェクトチームの設置

79,556 79,110 78,694 本部ビジネスローンプラザによる保証協会保証付融資

ｳﾁ中小企業向け貸出 34,691 34,921 35,051   のスピード集中審査体制の定着

※健全化計画記載のインパクトローン除く、実勢ベースの計数

  （ｃ）リスク・コストに即した取引条件の精緻化

11年度

上期 下期 上期

1.86% 1.89% 1.93%
1.29% 1.20% 1.17%
0.57% 0.68% 0.76%

※国内部門

  Ｂ．合理化・効率化

   （ａ）人員 （人）

11年3月末 11年3月末 11年9月末 12年3月末 第２回早期退職優遇制度の実施

健全化計画 実績 実績 予想 新規採用抑制と転籍促進

5,718 5,672 5,523 5,250

   （ｂ）店舗 （店・社）

11年3月末 11年3月末 11年9月末 12年3月末 八王子支店を出張所化

健全化計画 実績 実績 予想

164 164 163 162
0 0 0 0
1 1 1 1

   （ｃ）経費 （億円）

11年3月末 11年3月末 11年9月末 12年3月末

健全化計画 実績 実績 予想

1,125 1,112 528 1,065
ｳﾁ人件費 505 500 239 471
ｳﾁ物件費 550 543 257 527

5,271

1

12年3月末

80,641
35,591

12年3月末

健全化計画

12年3月末

健全化計画

162

23,702
11,742

12年3月末

健全化計画

11年度

健全化計画

1,824
1,095

11年度上期主要施策

業務純益
（一般貸倒引当金繰入後）

ＯＨＲ

個人ローン

734
475
260

60.0

12年3月末

健全化計画

１０年度

経費

海外支店

海外現地法人

預金貸出利回り差

経費率

預貸金利鞘

国内本支店

国内貸出

従業員数

経常利益

当期利益

業務粗利益

経費

545

0

健全化計画

1,095
480

預貸金利鞘

0.55%

0.60%

0.65%

0.70%

0.75%

0.80%

10/上期 10/下期 11/上期
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